
負債の部

科     目 金     額

Ⅰ 流動負債

買掛金 37,575,257

未払費用 80,643

未払金 708,638

前受金 8,105,337

預り金 226,818

預り金（テナント他） 84,471,204

未払法人税等 7,466,900

賞与引当金 3,554,000

未払消費税等 3,553,600

流動負債合計 145,742,397

Ⅱ 固定負債

預り敷金・保証金 113,107,610

預り駐車場敷金 4,755,000

退職給付引当金 9,620,992

固定負債合計 127,483,602

負債合計 273,225,999

純資産の部

科     目 金     額

Ⅰ 株主資本

資本金 200,000,000

利益剰余金

その他利益剰余金 279,220,172

繰越利益剰余金 279,220,172

純資産合計 479,220,172

負債純資産合計 752,446,171

科     目 金     額

資産の部

Ⅰ 流動資産

普通預金 474,527,625

定期預金 115,000,000

売掛金 46,363,650

商品 210,000

前払費用 7,501,916

立替金 6,600

流動資産合計 643,609,791

Ⅱ 固定資産

(有形固定資産)

建物 14,170,819

構築物 7,473,311

工具・器具・備品 403,290

建物付属設備 28,234,270

土地 33,919,178

(無形固定資産)

電話加入権 291,200

(投資その他の資産)

預託金 18,621,670

長期前払費用 1,081,659

繰延税金資産 4,640,983

固定資産合計 108,836,380

資産合計 752,446,171

(単位：円)

貸 借 対 照 表

株式会社ポルテ金沢
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 （1）資産の評価基準及び評価方法 

   ①棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    商品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。 

 

 （2）固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産 

    定率法又は旧定率法を採用しております。 

    ただし、1998 年 4 月 1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については旧定額法、

2007 年 4月 1日以後に取得した建物（附属設備を除く）については定額法、2016 年 4 月 1 

日以後に取得した附属設備及び構築物については定額法を採用しております。 

    なお、取得価額 10 万円以上 20万円未満の資産については、3 年均等償却を採用しておりま 

す。 

②無形固定資産 

    ソフトウェアについては定額法を採用しております。 

 

 （3）引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金   債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権につ 

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま 

す。 

    ②賞与引当金   従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上して 

おります。 

    ③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都合要支 

給額から中小企業退職金共済制度により給付される額を除いた額を計上 

しております。 

 

 （4）収益及び費用の計上基準 

当社は、ビル管理・不動産賃貸事業及びこれに付随する事業を営んでおります。当社の事

業に関する顧客との契約については、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しておりま

す。 

①ビル管理  

ビル管理では、ビル管理に関する契約に基づく役務の提供を履行義務としております。

当該履行義務は、ビル管理に関する契約に基づき顧客に対して負っている役務の提供を

完了した時点で 充足されると判断しており、ビル管理に関する契約に基づき顧客に対

して負っている役務の提供を完了した時点で収益を認識しております。 

②不動産賃貸  

不動産賃貸では、不動産賃貸に関する契約に基づき対象不動産を顧客の利用に供するこ 



  

 
 

とを履行義務としております。当該履行義務は、毎月対象不動産を顧客の利用に供する 

時点で充足されると判断しており、毎月対象不動産を顧客の利用に供する義務の履行を 

完了した時点で収益を認識しております。 

 

 （5）消費税等の会計処理 

     消費税等の会計処理は、税抜方式によって計上しております。 

 

  （6）税効果会計の適用 

     法人税、住民税及び事業税について、税効果会計を適用しております。 

 

 

２．当期純利益 25,774,993 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


